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要　旨
　　日米防衛協力のための指針（ガイドライン）改訂に呼応して、国内法において国民を外国の戦争に駆り立てる安全保障関連１１法（戦争立法）の推進をただちに中止して、日本国憲法に基づき武力によらない外交を推し進めるよう政府に対して求める意見書を採択するよう求めます。
理　由
　　政府は国際平和支援法（海外派兵恒久法）をはじめとする安全保障関連法を推し進めていますが、これらの戦争立法案は昨年7月1日の集団的自衛権行使容認の閣議決定を具体化するものであり、これまで半世紀以上にわたって政府が違憲と説明してきたことを実行しようとするための法案です。
　　また、これらの法案は日米ガイドラインの改訂に合わせて地球的規模でアメリカと一緒に戦争を推し進めるための法案であり、これまでの地理的制限や戦闘地域以外の制限、国連決議の制限などが取り払われ、日本への武力攻撃がなくても石油供給に影響が出るなど経済基盤が脅かされる場合にも防衛出動を可能にするなど、どこから見ても戦争放棄を定めた日本国憲法から逸脱するものです。
　　戦闘地域で同盟国の戦争を支援する行為は、どんなに言い繕っても戦争に参加する行為であり、自衛隊員や民間の支援員及び近隣に滞在する国民の生命を危険にさらす行為です。
　　日本が戦争の惨禍を二度と繰り返さないために、国際紛争を武力ではなく話し合いによって解決しようとする決意を持って制定した日本国憲法に基づき、世界各国に対して平素から民生支援に力を尽くしてきた日本の国際的信用がこれらの戦争立法によって壊されてしまい、海外だけでなく日本国内の国民の生命をも危険にさらされる可能性があります。
政府に対して、世界中の国々、とりわけ近隣諸国との友好関係を確立し、ともに豊かになるような外交を進め、防衛費を削減し、格差の是正、社会保障や教育・文化の充実などによって全国民の生活を豊かにする政治を推し進めるよう求めます。


意見書（案）
　　政府は、日本国憲法を尊重・擁護する義務を負っており、憲法に示されているとおり武力によらずに話し合いで紛争を解決する姿勢を示すことが何よりも大切です。
国民を外国の戦争に駆り立てる安全保障関連法の推進をただちに中止して、日本国憲法に基づいて武力によらない外交を推し進めるよう求めます。
　以上地方自治法９９条の規定により意見書を提出します。
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